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重点プロジェクトの取組実績 
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目標指標 
H22 
基準年 

H29 
実績 

H29 
目標年 

40歳未満の新規就農者数（単年度） 190人 211人 250人 

＜施策の取組状況＞ 

 

○ 新たな就農支援情報発信システムの構築 

 
 県内外の就農希望者に地域の就農支援情報をわかりやすく情報

発信する、Ｗｅｂサイト「デジタル農活信州」を運営しています。 

 当サイトは市町村などの農業の概要、新規就農者の誘致目標・研

修制度等の就農支援の情報等について、一元的に発信するととも

に、検索により就農希望者自らがめざす農業に合った地域（市町

村等）の情報が得られる機能を備えています。 

また、就農希望者が農業を始めるための心構えや、事前に知って

おく必要がある情報や知識、体験などをＱ＆Ａ方式で提示し、就

農に向けた準備の度合いを確認できるとともに、必要な部分につ

いてアドバイスを行う機能も備えています。 

 29年度末時点で、登録市町村等数は44市町村、７ＪＡとなって 

おり、引続き登録に向けた市町村等への働きかけを行うとともに、      

農業改良普及センター等に設置した就農コーディネーターと連

携した就農支援を進めていきます。 

 また、県内外で開催している就農相談会でのＰＲチラシの配布

する等により、利用者の増加を図ってまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【デジタル農活信州】 

http://www.noukatsu-nagano.net/  

４ 重点プロジェクトの取組実績 

① 相談から就農までのステップアップ方式の支援の充実・強化 

重点プロジェクト （１）農業で夢をかなえるプロジェクト 
 

【ねらい】 

◇「日本一就農しやすい長野県」の実現に向けて、農業後継者や農業以外からの新規参入者が円滑に

就農できるよう、就農に関する新たな情報発信システムを構築するとともに、地域が主体となった

誘致の取組を強化し、就農相談から体験・研修・就農までのステップアップ方式による就農支援体

制の充実を図ります。 

【 就農希望地、栽培希望作物による情報の検索 】

市町村、農協の就農情報(誘致目標、研修・助成制度等)

市
町
村
・
Ｊ
Ａ
の
就
農
情
報
を
一
元
発
信

長野県で農業

やりたいけど

Ｑ＆Ａ方式で自身の就農準備の度合い等を確認

自身で就農に向けての熟度を高める

就農コーディネーター等に相談

支援の充実した

△△町で

○
○
市
の

就
農
情
報

△
△
町
の

就
農
情
報

Ｊ
Ａ
□
□
の

就
農
情
報

Q&A方式で自身の就農準備の度合い等を確認

　自身で就農に向けての熟度を高める

市町村、農協、農業改良普及センター等に相談

就農希望に
　合うところは
　　　ないかな？

　【就農希望地、栽培希望作物による情報の検索】

市町村等の就農情報（誘致目標、研修・助成制度等）

市
町
村
等
の
就
農
支
援
情
報
を
一
元
発
信

Ｊ
Ａ
◇
◇
の

就
農
情
報

△
△
町
の

就
農
情
報

○
○
市
の

就
農
情
報

支援の充実した
　△△町で
　　就農を考えてみよう！

Q&A方式で自身の就農準備の度合い等を確認

　自身で就農に向けての熟度を高める

市町村、農協、農業改良普及センター等に相談

就農希望に
　合うところは
　　　ないかな？

　【就農希望地、栽培希望作物による情報の検索】

市町村等の就農情報（誘致目標、研修・助成制度等）

市
町
村
等
の
就
農
支
援
情
報
を
一
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Ａ
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◇
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支援の充実した
　△△町で
　　就農を考えてみよう！

Q&A方式で自身の就農準備の度合い等を確認

　自身で就農に向けての熟度を高める

市町村、農協、農業改良普及センター等に相談

就農希望に
　合うところは
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　【就農希望地、栽培希望作物による情報の検索】

市町村等の就農情報（誘致目標、研修・助成制度等）
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Ａ
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支援の充実した
　△△町で
　　就農を考えてみよう！

Q&A方式で自身の就農準備の度合い等を確認

　自身で就農に向けての熟度を高める

市町村、農協、農業改良普及センター等に相談

就農希望に
　合うところは
　　　ないかな？

　【就農希望地、栽培希望作物による情報の検索】

市町村等の就農情報（誘致目標、研修・助成制度等）
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町
村
等
の
就
農
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援
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一
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Ａ
◇
◇
の

就
農
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農
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○
○
市
の

就
農
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報

支援の充実した
　△△町で
　　就農を考えてみよう！

Q&A方式で自身の就農準備の度合い等を確認

　自身で就農に向けての熟度を高める

市町村、農協、農業改良普及センター等に相談

就農希望に
　合うところは
　　　ないかな？

　【就農希望地、栽培希望作物による情報の検索】

市町村等の就農情報（誘致目標、研修・助成制度等）

市
町
村
等
の
就
農
支
援
情
報
を
一
元
発
信

Ｊ
Ａ
◇
◇
の

就
農
情
報

△
△
町
の

就
農
情
報

○
○
市
の

就
農
情
報

支援の充実した
　△△町で
　　就農を考えてみよう！
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○ 県と市町村、ＪＡ等が連携した就農支援の仕組みの充実 

 

 県内10地区に設置した「就農促進プロジェクト推進協議会」（農業改良普及センターを中心に、市町村、

ＪＡ等関係機関・団体で組織）が、就農希望者の円滑な就農に向け、青年等就農計画の作成や認定支援、

経営力向上や技術習得のための講座・セミナーの開催、農地・施設・住宅・資金の確保支援などと併せ

て、里親農家や大規模農家と連携した新規就農者等に対する受入体制づくりを支援しました。 

 果樹経営起業志望者の早期所得確保と経営安定を図るため、果樹経営起業準備支援事業で７件の研修中

の樹園地整備等を支援しました。 

 農業人材力強化総合支援事業（農業次世代人材投資事業）で 583 人（準備型 85 人、経営開始型 498 人）

の新規就農者等に資金を交付しました。 

 

○ 地域の研修体制の充実 

 

 市町村・ＪＡ等と連携して、新規参入者が就農に向け

て実践的な研修を行うことができるように、新規就農

里親研修を実施しました（H29新規研修開始39人）。 

 担い手の経営安定と能力向上を図るため、農業改良普 

及センター・農業大学校において様々な研修会、セミ 

ナー、シンポジウムなどを開催し、経営に役立つ新技 

術・新品種・加工技術、流通販売などの情報発信を行 

い、新規就農者等の経営安定や経営の多角化を支援し 

ました。 

 農業大学校研修部では、農業経験のない方を対象に「就

農体験研修」（６回 60人）や「新規就農里親前基礎研

修」（通年 13人）を実施し、農作業体験や農業の基 

礎的知識の習得を支援しました。 
 

＜今後の展開方向＞ 

 県内外での相談会を開催するとともに、「デジタル農活信州」の登録情報の充実を図り情報発信等を積極

的に行います。 

 県下10広域の「就農促進プロジェクト協議会」の活動を通じて、新規就農者の育成に取り組む市町村、

ＪＡ等の情報共有や研修カリキュラムの策定、地域主催のセミナーや就農相談会の開催などを支援し、地

域の受入体制の充実を図ります。 

 県・県農業大学校・普及センターに設置した就農コーディネーターが連携し、就農決断に向けた短期里親

研修（新規就農トライアル研修）を活用するなど、新規就農里親支援事業を円滑かつ効果的に実施してい

きます。 

 「農業次世代人材投資事業」を活用し、新規就農者の生活や経営の安定を図ります。 

 
 
 
 
 

0 

 

「果樹」、「野菜・花き」経営起業志望者のための新規就農相談会を開催  

希望する経営品目に絞った就農相談会を開催し、「果樹」経営起業志
望者向けを平成29年６月24日、新たに「野菜・花き」経営起業志望者
向けを11月25日に東京で開催しました。相談者は、市町村・ＪＡの相
談ブース11出展に対し、「果樹」12組、「野菜・花き」11組の参加があ
りました。 
相談者は、就農に向けて参考になった等、満足度が高く好評な結果で

した。希望する経営品目での相談会は、経営起業に向けて具体的な相談
となるため、相談者も説明者も一歩踏み込んだ情報交換ができるメリッ
トがあります。今後とも、園芸王国長野をＰＲしながら就農希望者を長
野県に呼び込みます。 

【就農希望者が希望する各地域

のブースを訪問】 

ＴＯＰＩＸ 

【就農体験研修の実施】 
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＜施策の取組状況＞ 

 

 環境にやさしい農業に組織的に取り組む新たな生産者を増やすため、「信州の環境にやさしい農産物認証」
取得者の19優良事例の県ホームページ上での公開、環境にやさしい農業技術集（土壌肥料編）の配布な
どを通じ、環境農業技術の普及・啓発を図りました。 

 

○ 取組技術の検討 

 農業改良普及センター、専門技術員及びＪＡが、新たな技術の導入や既存技術の改善等を検討しました。 

 関係機関で削減目標が達成できるよう、有機質肥料の施肥及び微生物農薬や天敵資材、被覆資材の利用技
術の検討を行いました。 

○ 実証ほの設置による技術の実証 

 

 生産者団体、農業改良普及センター、ＪＡ等の関係機関が連携して、環境にやさしい農業技術現地実証事

業に取り組む実践組織を選定し、11品目17か所の実証ほを設置しました。  

 黄色LED活用など新しい技術を導入検討し、環境にやさしい農業技術の効果の確認を行いました。 

 地域への波及効果を狙った看板を設置し、取組技術の紹介を行いました。 

 コスト削減、省力技術等の効果を検証し、実用性を確認、検討しました。 

 

○環境にやさしい農業技術現地実証ほの設置か所（目標：化学合成農薬、化学肥料原則５割削減） 
  期 間 

作 目 
Ｈ２６からの取組 Ｈ２７からの取組 Ｈ２８からの取組 Ｈ２９からの取組 

計（H25から

の累計） 

作 物 １か所：水稲 １か所：水稲 
３か所： 

水稲２、そば１ 
２か所：水稲２ １４か所 

野 菜 

６か所：キャベツ、

ズッキーニ、ブロッ

コリー、なす、アス

パラガス、きゅうり 

６か所：トマト２、ミ

ニトマト、ネギ２、カ

ラーピーマン 

－ 
２か所：はくさい１、

スイートコーン１ 
１９か所 

果 樹 
３か所：りんご、ブ

ルーベリー、あんず 

３か所：ブルーベリ

ー、りんご、ぶどう 
－ － ６か所 

計 １０か所 １０か所 ３か所 ４か所 ３９か所 

 

目標指標 
H22 
基準年 

H29 
実績 

H29 
目標年 

認証取組団体数 69団体 60団体 100団体 

② 信州の環境にやさしい農産物認証制度の取組の面的な拡大 

① 環境にやさしい農業技術集及び事例集の作成と周知 

重点プロジェクト （２）環境にやさしい農業推進プロジェクト 
 

【ねらい】 

◇信州の環境にやさしい農産物認証制度への取組を「点」から「面」へ拡大するため、環境にやさし

い農業技術を実証・普及するとともに、農産物の販売促進に取り組み、「信州の環境にやさしい農産

物」の生産拡大を図ります。 
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○ 現地検討会などの開催 

 

 天敵利用をテーマに「環境にやさしい農業推進研修会作目別研修会」

を安曇野市で開催し、面積が増加している夏秋イチゴの病害虫の発

生状況、導入した技術の解説や地域における課題を確認し、生産者、

関係機関と情報共有しました。 

 環境にやさしい農業推進研修会を塩尻市で開催し、新しく導入した

技術の利点・欠点を明確にし、導入する場合の課題、対応策を確認

しました。化学肥料・化学合成農薬削減による作物への影響確認や、

地域生産者毎に情報交換を行い、取組意識の高揚が図られました。 

 

○ 組織的な実践 

 

 現地実証ほを設置した地域では、直売所が中心となって環境にやさしい農産物の栽培技術の研究とブラン

ド化に取り組んだり、組織の構成員自らがほ場の病害虫の発生状況を把握して農薬使用量を削減するなど、

これまで取組が見られていなかった地域でも、個々の意識向上がみられました。 

 実証ほの取組が起点となり、地域の防除暦（防除例）に環境にやさしい農業技術が採用されました。 

 実証ほ設置により、化学合成農薬等の削減技術導入による作物や生産物の収量・品質の保持が確認され、

「信州の環境にやさしい農産物認証」の団体取得（２件）に繋がりました。 

 

 
 

○ 販売支援 

 

 平成29年産信州の環境にやさしい農産物認証を取得した360件について、生産者の認定番号、認定作物

名、栽培面積等を長野県ホームページにおいて公開し、消費者や実需者への情報発信を行いました。 

 首都圏で行われたおいしい信州ふーど（風土）発掘商談会や信州環境フェアにて、制度ＰＲを行いました。 

 関係機関と連携して、認証を取得した農産物のインターネット販売取組支援を引き続き行いました。 

＜今後の展開方向＞ 

 環境農業技術の導入を促進するため、環境にやさしい農業技術集（ＩＰＭ実践指標、土壌肥料）の品目を

拡充し、農業者へ導入拡大を促します。 

 信州の環境にやさしい農産物認証制度の取組を「点」から「面」へ拡大するため、実証ほを松本市（夏秋

イチゴ）や大町市（タマネギ）に追加するとともに、実証結果を広く情報共有し、生産者団体等への普及

拡大を図ります。 

 認証取得者の“こだわり農産物”や栽培方法を事例として取りまとめ、消費者に情報発信を行い、取得者

の販路拡大を一層支援します。 

③ 認証農産物の販売支援 
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目標指標 
H22 

基準年 
H29 
実績 

H29 
目標年 

なし「サザンスイート」栽培面積 0ha 28ha 50ha 

アスパラガス４～５月出荷量 ※ 260ｔ 252ｔ 350ｔ 

トルコギキョウ秋出荷量 108万本 138万本 250万本 

県産自給飼料の生産面積 2,935ha 2,682ha 3,800ha 

※ 東京、名古屋、大阪中央卸売市場入荷量の合計 

＜施策の取組状況＞ 

 
○ 大規模実証モデル園の設置 

 
 なしオリジナル品種「サザンスイート」について、県内各地に設置した大規模実証ほ（10 か所）を活用

し、指導者に対する栽培技術研修会（２回）を開催しました。 

 大規模実証モデル園の栽培管理状況を確認するため、県関係者及びＪＡ全農長野等による巡回指導を実施

しました（５ほ場）。 
 

○ 早期産地化に向けた苗木供給体制の構築 
 

 早期成園化が期待できる樹体ジョイント栽培を推進するための、研修会を開催しました。（１回） 
 

○ 拠点産地における生産・販売戦略の構築 
 

 優れた品種特性（食味）を周知するため、宣伝販売会を名古屋市（２回）と浜松市（１回）で開催しました。 

 
  これら取組みによって、県下各地に産地形成をすることができました。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

① 果樹オリジナル品種早期産地化プロジェクト 

重点プロジェクト （３）新たな産地を築く園芸・畜産振興プロジェクト 
 

【ねらい】 

◇本県の基幹部門である園芸作物の競争力強化に向け、オリジナル品目・品種の栽培面積拡大や需要

期の生産量拡大に取組む産地の早期育成を図るため、作目ごと重点品目の種苗供給体制の整備や新

たな栽培技術の指導などに取り組み、実需者ニーズに対応した生産力・販売力の高いモデル産地の

育成を進めます。 

◇本県農業の基礎産業である畜産業の生産基盤の強化を図るため、自給飼料の増産とこだわりのある

畜産物の生産拡大を進めます。 

【サザンスイート実証モデル園を活用
した栽培管理技術研修会】 

【浜松市で開催した宣伝販売会】 
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○ １年株養成苗（大苗）供給による新たな産地化の推進 
 

 本県産に対するニーズに応えるため、６モデル産地（６ＪＡ、４ha）に１年株養成苗を配布するとともに、

早期収穫開始に向け、ＪＡ全農長野や現地機関等とともに定期的な現地指導を実施しました。 

 需要に応える園芸産地育成事業の活用により、施設化を推

進し、雨よけ施設１ha、かん水施設38aを導入しました。 

 １年養成苗を導入して早期多収を実現したほ場を、モデル

ほ場として位置付けて実態調査を実施することで、早期多

収につながった栽培管理のポイントなどを整理し、他産地

への波及を図りました。 

 特に、夏秋期の栽培管理が重要であることから、その重要

性と栽培管理のポイント等について、夏秋期管理技術研修

会をモデルほ場で開催しました。 

 

これら取組みによって、県下各地に早期多収モデル農家を育成することができました。 
 
 

 

○ 適地・適作型誘導による秋のリレー生産と県産シェア拡大 
 

 引き続き10月～11月出荷作型の普及を図るため、北アルプス地区で、秋出荷向け有望品種の検討を行い

ました。 

 また、連作に起因し、生産力低下の要因となっている土壌病害について、深耕と土壌還元消毒や薬剤処

理（クロールピクリン剤）の組み合わせによる防除効果の検討を行いました。 

 深耕することによって、深い位置まで土壌消毒効果

を得ることが期待できること、また、各土壌消毒方

法による発病軽減効果を確認することができ、栽培

農家への技術情報の提供と、意識付けを図ることが

できました。 

 

これらの取組みによって、土壌病害の発生で大きく

落ち込んだ平成28年産の生産量を回復することがで

き、秋の生産量確保につなげることができたとともに、

県下各地に夏期出荷モデル農家を育成することができ 

ました。 

 

 

 

 

③ トルコギキョウ秋出荷産地化プロジェクト 

② 需要に対応できるアスパラガス産地育成プロジェクト 

【夏秋期管理技術研修会の開催】 

【土壌還元消毒の実施状況】 
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○ 県下の基幹となるコントラクターの連携強化や自給飼料の増産を推進 
 

 飼料用とうもろこしの県育成品種「タカネフドウ」、「タカネスター」のモデルほ場を県下２か所に設置し、

現地検討会を開催するなど、栄養価の高い飼料用とうもろこしの作付拡大の取組を推進しました。 

 水田を利用した飼料生産を推進し、稲ＷＣＳ250ha、飼料米319haが作付けされました。 

 良質な粗飼料であるアルファルファの自給率向上を図るため、最適なアルファルファ単播草地の造成方法

ならびに収穫・調製方法を明らかにするための試験ほ場を県下３カ所に設置しました。 

 

これら取組みによって、農家１戸当たりの飼料作物栽培面積の拡大が図られました。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

○ 自給飼料を活用したこだわりのある畜産物の生産拡大と経営安定 
 

 輸入トウモロコシの代替として、飼料用米を活用するため、

耕種農家とのマッチングを推進し、約3,070tの米が飼料用

として利用されました。 

 稲ＷＣＳ用飼料用イネの乾田直播栽培現地検討会を開催し、

乾田直播の生育確認や稲ＷＣＳの収穫・調整作業を実演しま

した。 

 稲ＷＣＳ用飼料イネの栽培拡大を推進するため、飼料イネ専

用品種を用いた省力・低コスト栽培に関する実証的研究を実

施し、作業時間および燃料消費量が低減できることを明らか

にしました。 

 

これら取組みによって、飼料用米等の利用農家戸数の増加が図られました。 

 

＜今後の展開方向＞ 

 
 サザンスイートの大規模実証ほを活用した生産振興大会や栽培技術講習会を開催し、サザンスイートへの

転換を推進するとともに、消費者へのＰＲを進めます。 

 アスパラガス１年養成苗を導入したモデル産地では、研修会やほ場巡回指導を通じて栽培管理の徹底を図

ります。更に、茎枯病対策などの生産安定のために施設化を推進します。 

 トルコギキョウの秋出荷は、実需者からの要望が高いことから、引き続き研修会等を通じて作型拡大を進

めるとともに、施設導入に意欲的な農家を重点的に支援します。 

 飼料価値の高い自給飼料の増産に向け、優良品種の作付拡大を推進するとともにコントラクター利用によ

る飼料生産の外部化による省力化の取組を推進します。 

 平成26年度に設置した県段階の「自給飼料増産推進協議会」及び10広域の「飼料づくり地区部会」が主

体となり、耕畜連携を支援するとともに飼料の広域流通等による効率的な飼料供給体制づくりを進めます。 

④ 自給飼料増産プロジェクト 

【飼料用とうもろこし現地検討会】 【アルファルファ単播ほ場での収穫作業】 

【乾田直播現地検討会による稲ＷＣＳの
収穫・調整の実演】 
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目標指標 
H22 

基準年 
H29 
実績 

H29 
目標年 

「おいしい信州ふーど（風土）」ＳＨＯＰ 

 
基準年 ０店 
 
〔参考〕H２４ １40店 
（「おいしい信州ふーど 
（風土）」が食べられるお店） 
 

1,335店 800店 

＜施策の取組状況＞ 

 
 

 「おいしい信州ふーど(風土)」の趣旨や素晴らしさ、マーケティングのノウハウについて、官民協働で学

び、参加者自らが企画・運営し情報発信を行う「おいしい信州ふーど(風土)」アカデミーの展開により、

「おいしい信州ふーど(風土)」と「長寿日本一の恵み」を自ら積極的に発信する実践者づくりを進めまし

た。〔デザイン等使用件数 H29：16件（累計141件）、参加会員数166：H30.3月末）〕 

 地域推進協議会の活動により、農業、流通業、観光業など他業種が連携したワークショップを開催し、「お

いしい信州ふーど(風土)」物語づくりを進め、地域ぐるみで「おいしい信州ふーど(風土)」の共有と情

報発信を推進しました。 

 クックパッド「長野県公式キッチン」に「おいしい信州ふーど(風土)」選定品を活用したレシピを公開

しました。（レシピ掲載数：192件） 

 

 

○ 「おいしい信州ふーど（風土）」ＳＨＯＰの拡大・充実 

 

 消費者に対し「おいしい信州ふーど(風土)」の情報発信を行い、認知度向上に協力していただける「お

いしい信州ふーど（風土）」ＳＨＯＰの登録拡大を進めました。〔新規登録数：47店〕 
 

※「おいしい信州ふーど(風土)」ＳＨＯＰ 

・「おいしい信州ふーど(風土)」食材を取扱う店舗（飲食店、販売店、宿泊施設等）のうち、消費者に対して 

情報発信を行い認知度向上に協力していただける店舗 

・ＳＨＯＰ：Shinshu(信州) Heritage(ﾍﾘﾃｲｼﾞ) Origibal(ｵﾘｼﾞﾅﾙ) Premium(ﾌﾟﾚﾐｱﾑ)の頭文字をつなげたもの。 

 

○ 「おいしい信州ふーど（風土）」ＳＨＯＰの情報発信 

 

 「おいしい信州ふーど（風土）」ネット等を活用し、「おいしい信州ふーど(風土)」ＳＨＯＰ登録店を広

く紹介するとともに、ＳＨＯＰが行う情報発信（イベント等）のＰＲを支援しました。 

 消費者の皆様が「おいしい信州ふーど(風土)」の情報をより手軽に入手できるよう、ホームページやＳ

ＮＳによる情報発信の充実を図りました。〔ネットアクセス数：805,764件（H30.3月）〕 

② 「おいしい信州ふーど（風土）」ＳＨＯＰの拡大 

① 官民協働による取組の推進 

重点プロジェクト （４）「おいしい信州ふ－ど（風土）」認知度向上プロジェクト 

【ねらい】 

◇「おいしい信州ふーど（風土）」を市町村や民間企業などと共有し、情報発信を行うとともに、観光

事業者等と連携した「おいしい信州ふーど（風土）」が食べられるお店の拡大及び質の向上により、

認知度を一気に向上させ、消費と農畜産物生産の拡大を進めます。 
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○ 「おいしい信州ふーど（風土）」ＳＨＯＰと産地の連携 

 

 地域推進協議会が進める「おいしい信州ふーど(風土)」物語づくりにおいて、実需者と生産者との連携

による情報発信を進めました。 

  

＜今後の展開方向＞ 

 官民協働により「おいしい信州ふーど」の認知度を高めていくため、県民自らが信州産農産物の魅力を

理解し、発信する取組支援を進めます。 

 消費者に対するより身近な情報発信を強化するため「おいしい信州ふーど」ＳＨＯＰ登録店との連携を

強化します。 

 ＳＮＳの活用により、若い世代の消費者層などへの発信力を強化します。 

 地域推進協議会による、地域ぐるみで進める「おいしい信州ふーど」の共有・発信を促進するとともに、

銀座ＮＡＧＡＮＯ等を活用した県外への発信を強化します。 

 意欲ある生産者・加工食品事業者を対象とした商談会を開催するなど、新たな販路開拓・拡大の機会提    

供により「おいしい信州ふーど」の利用を促進します。 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
県外でのおいしい信州ふーど（風土）認知度向上に向けた取組 

 

１ 名古屋市内ホテルへの長野県オリジナル米「風さやか」の 

導入 

ホテルの総料理長に、長野県オリジナル米「風さやか」を紹介し 

たところ、「食味も抜群に良い、また、冷めてもツヤがあり甘い」 

との高評価をいただき、平成29年９月から、ホテルの朝食、ランチ、 

レストランで提供するお米は、県外産から全面的に「風さやか」に 

切り替えられました。 

現在、ホテルでは、お釜に「風さやか」の紹介シールを貼るなど、 【風さやかを紹介するシール」 

情報発信と認知度の向上に取り組んでいます。 

 

２ 中京地域の食品企業のバイヤーによる産地視察・商談会の実施 

  平成30年１月下旬に県外食品企業のバイヤー-に 

よる産地視察・商談会を実施し、信州プレミアム牛 

肉や長野県原産地呼称管理委員会認定のワイン等の 

認知度の向上と食材の魅力訴求を図りました。 

  参加した県外バイヤーから、「グループ内のどの 

業態で使って欲しい食材なのか」、「ターゲットとす 

る年齢層は」、「インスタグラム、フェイスブックな 

どの情報交換が盛んになるなかで、見栄えのある食 

材を探している」等の意見があり、今後の商品づく 

りに向け商談内容を共有し、今後の販売戦略を検討 

 することとしました。             【事業者と仕入れバイヤーとの商談状況】 

 

 

 

 

ＴＯＰＩＸ 
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【集落住民による活性化に向けた話合い】 

【地域資源としての地域農産物の 

ブランド化の活動】 

 

 

 

 

目標指標 
H22 
基準年 

H29 
実績 

H29 
目標年 

重点地区の設置 ０地区 ８地区 20地区 

＜施策の取組状況＞ 

 
 

 地域振興局、農業改良普及センターが市町村と連携して、上田市

岩清水地区や豊丘村長沢地区等中山間地域の集落の中から、都市

住民との交流等による農村コミュニティの活性化に取り組む意

欲のある集落を重点地区として選定しました。 

 重点集落における活性化に向けた行動計画については、集落住民同

士の話合いを中心に市町村と地域振興局、農業改良普及センターも

加わり、さらなる地域資源の発掘と活用方法の見直しを行い、６次

産業化と都市農村交流の具体的な取組を行いました。 

 

 

 
○ 農業生産活動の継続 

 

 市町村と連携して、既存制度を活用し、集落の話合いに基

づく農地法面の草刈りや水路・農道の維持・管理などの共

同活動を支援しました。 

 遊休農地を活用した取組を支援するため、農業改良普及セ

ンターが中心となって新規作物の栽培方法や、生産した農

産物の加工・販売方法等の指導・助言を行いました。 

 高齢化・過疎化による遊休農地の発生を防ぐため、集落住

民の検討会に参加し、営農活動の継続に向けた取組を支援

しました。 

 地域農産物のブランド化に向け、市町村と連携し、地域資

源の掘り起こし、加工や販売について集落と一体となって

検討を進めました。 

 棚田の再生と棚田を活用したコミュニティ活動を構築

するため、市町村とともに指導・助言を行いました。 

 

① 市町村等と連携した重点地区の設定と行動計画の作成支援 

② 地域の知恵と工夫を活かした取組への支援 

重点プロジェクト （５）ふるさと農村元気プロジェクト 

【ねらい】 

◇中山間地域の農村集落において、農村住民自らが主体性を持って取り組む農業生産活動や都市住民

との交流活動への取組、地域資源を活用した新たなビジネスへの取組などを支援し、元気溢れるモ

デル的な農村集落を創ることにより、その波及効果により他地域の農村コミュニティの維持・強化

を図ります。 
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【都会に住む女性の農作業体験】 

【棚田オーナー制度による稲刈り】 

○ 農村コミュニティビジネスの創出 

 

 農村コミュニティの維持を推進するため、「中山間振興に係るＪＡ

長野県グループと長野県の連携研究会」による研修会などを実施

しました。 

 都市住民との交流促進のための農園整備や栽培管理について、農

業改良普及センターが技術指導を行うとともに、新たな販売方法

について集落住民と一体となって検討を行いました。 

 小・中学生や保育園児を対象にした、農作業体験を通じた食育活

動の取組を支援しました。 

 学校給食への食材提供や農作物の収穫体験等の新たなコミュニテ

ィ活動について、地域住民と一緒に検討をしました。 

 遊休農地の再生と地域特産品の生産拡大による農業生産活動の活 

性化に向けた取組を、市町村、地域振興局が一体となって支援しました。 
 

○ 都市住民との交流活動の促進 

 

 都市住民を対象にした交流事業を実施するため、集

落組織の打ち合わせ会議に参加し、指導・助言を行

いました。 

 農作業の体験、おやきづくりなどの郷土食の加工体

験等の取組を支援するとともに、都市住民との交流

を促進しました。 

 棚田を活用した新たなオーナー制度の構築に向け、 

集落住民の話し合いに市町村、地域振興局の職員が 

参加し、オーナー制度の構築を支援しました。 

 

＜今後の展開方向＞ 

 地域資源の掘り起こしと魅力ある新たな商品開発に向けた取組を支援します。 

 農村コミュニティ活動の継続的な実施に向けた集落内の合意形成を進めます。 

 都市農村交流事業のリピーターを確保するとともに、農作業体験の実施団体等とも連携した新たな受入体

制の整備を支援します。 

 保育園児、小学生を対象とした食農体験の取組を支援します。 

 棚田を活用したオーナー制度の取組を支援します。 
 
 
 
 
 

 

 

【りんごの管理作業体験による食育活動】 
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目標指標 
H22 
基準年 

H29 
実績 

H29 
目標年 

農業用水を活用した小水力発電の容量 220kW 2,900kW 2,200kW 

＜施策の取組状況＞ 

 
 農業用水を活用した小水力発電の取組を推進するため、「長野県土地改良施設エネルギー活用推進協議会」

において、技術力向上研修会や専門技術者派遣を行い、会員の知識向上を図るとともに、小水力発電の導

入や管理に係る助言等の支援を行いました。 

 小水力発電の導入を検討している団体等に対して、初期段階の課題を解決するため、関係部局等と連携し、

小水力発電キャラバン隊による地区別出張相談会を県内４か所で実施しました。 

 

 
 導入ポテンシャルが高いと見込まれる受益面積100ha以上の基幹的な農業用水路110系統、約700km内に

ある164地点の小水力発電候補地のうち、延べ81地区183地点の情報を民間業者に提供しました。 

 市町村等が国庫補助事業を活用して行う小水力発電の調査・概略設計について技術的な助言などの支 

援を行いました。（５地区） 

 小水力発電の平成30年度新規地区の計画策定を支援しました。（２地区） 

 

 
 平成29年度は、県営・団体営事業で整備した３地点の小水力発電施設が稼働しました。 

（伊那市 春富６号地区 197kW、松本市 梓川右岸幹線地区 ２地点 計100kW） 

 
 
 
 
 
 
 
 
                                                  

 
 

     

 

  

【ねらい】 

◇市町村や関係団体と連携し、県内に約１万ｋＷが賦存するとされる農業用水による発電を促進し、

県内の土地改良施設の運営に要する最大電力需要量約２万ｋＷ（推計）の約10％に相当する2,200 

ｋＷの発電設備容量の確保をめざします。 

① 自然エネルギー活用への理解醸成 

② 導入可能性の調査と計画 

③ 発電施設の建設 

県営かんがい排水事業【春富６号地区（伊那市）】 地域用水環境整備事業【梓川右岸幹線地区（松本市）】 

重点プロジェクト （６）小水力発電導入促進プロジェクト 
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＜今後の展開方向＞ 

 売電益を活用して農村の多面的機能の発揮や農業水利施設の長寿命化を図るため、市町村や土地改良区が

行う農業用水を活用した小水力発電の導入を支援します。 

 農村における自然エネルギーの有効活用を図るため、啓発や研修から発電施設の建設に至るまでの支援を

体系的に実施します。 

 小水力発電キャラバン隊などを通じて、市町村や土地改良区等に農業用水を活用した小水力発電を積極的

に提案し、普及拡大を図ります。 

 「長野県土地改良施設エネルギー活用推進協議会」（参加者：県、市町村、土地改良区等及び長野県土地

改良事業団体連合会）と連携し、技術力向上のための支援等を行い、小水力等発電の円滑な導入を推進し

ます。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県内各地に拡がる取組 

 農業用水を活用した小水力発電は、県下各地で建設が行われており、平成30年３月現在10か所において

稼動しています。 

 

ＴＯＰＩＸ 

県営・団体営事業により設置した小水力発電所 

 

 

⑧~⑩ 
波田第１~第3発電所 

（松本市） 

最大出力各50kW 

長野県梓川土地改良区 

⑤白馬村平川小水力発電所 

（白馬村） 

最大出力180kW 

長野県白馬村土地改良区 

④美和土地改良区発電所 

（伊那市） 

最大出力12kW 

上伊那美和土地改良区 

⑥宮城小水力発電所 

（安曇野市） 

最大出力18kW 

安曇野有明土地改良区 

① 

⑧~⑩ 

⑤ 

③ 

⑥ 

⑦ 

④ 

② 

①剣沢ダム発電所 

（山ノ内町） 

最大出力4.2kW 

夜間瀬 

かんがい排水組合 

②里島小水力発電所 

（長野市） 

最大出力40kW 

長野県 

善光寺平土地改良区 

③春富水力発電所 

（伊那市） 

最大出力197kW 

伊那市春富土地改良区 

⑦波田堰小水力発電所 

（松本市） 

最大出力16kW 

東筑摩郡 

波田堰土地改良区 
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